
� 緒 言

香川県では，昭和６３年度から文部科学省の委託を受け，

環境放射能測定調査を実施している。今回は，平成１４年

度調査結果について，天然放射性核種のデータを添えて

報告する。

� 方 法

１ 調査期間

平成１４年４月１日～平成１５年３月３１日

（降下物については平成１４年３月１日～平成１５年

３月３日）

２ 調査地点及び調査項目

調査地点及び調査項目は図１に示すとおりである。

３ 調査方法

� 全ベータ放射能調査

調査期間内で１�以上降水のあった日に，降水

採取装置（７０A―H型，受水面積５００�）で採水し，

供試料とした。これに，ヨウ素担体（１�I－），０．０１

N硝酸銀水溶液２�及び硝酸を数滴加えた後，２

～３�となるまで加熱蒸発させ，濃縮した試料は，

ステンレス鋼製試料皿へ移し，赤外線ランプを用

いて蒸発乾固した。

この試料をアロカ製 GM式全ベータ放射能測

定装置（JDC―１６３）により比較試料（U３O８６６．７dps）
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（調査項目）

○核種分析調査

	大気浮遊塵


降下物

�陸水（蛇口水）

�土壌


精米

�野菜

（ダイコン・ホウレンソウ）

�牛乳

�日常食（農村部）

�日常食（都市部）

�海産生物（カレイ）

○空間線量率調査

�サーベイメーター

�モニタリングポスト

○全ベータ放射能調査

�定時降水図１ 測定地点
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を用いて測定した。

� 核種分析調査

試料は種類毎に定められた前処理１）を行い，U

８容器もしくはマリネリ容器に分取後，ゲルマニ

ウム半導体分析装置（キャンベラ製 GC―１５１８・

東陽テクニカ製 PC γ ―３）を用い，γ線スペクト

ロメトリーによる核種分析を実施した。

� 空間放射線量率

空間放射線量率は，モニタリングポスト（アロ

カ製MAR―２１）による連続測定及び，シンチレ

ーションサーベイメーター（アロカ製 TCS―１３１）

による１回/月測定を行った。なお，シンチレー

ションサーベイメータによる計測は，鉛遮蔽体を

用い，γ線を散乱線，直接線，宇宙線の３つに区

分し，別々の校正定数を用いて計算した。

� 結果及び考察

１ 全ベ－タ放射能調査結果

定時降水７１検体のいずれからも全ベータ放射能は

検出されなかった。

過去に，平成７年度２）に２回検出された後は検出

されていない。

２ 核種分析調査

ゲルマニウム半導体核種分析装置による核種分析

結果を表１に示した。人工放射性核種の Cs―１３７は，

土壌，日常食及び海産生物から検出されたが，その

濃度は，いずれも全国平均値３）と同程度の値であっ

た。また，これ以外の人工放射性核種は，検出され

なかった。

試料名（単位）

項目

大気浮
遊じん
（mBq/�）

陸水
（蛇口水）
（mBq/�）

土壌
（Bq/�乾土）

降下物
（MBq/�）

精米
（Bq/�） 野菜（Bq/�）

牛乳
（Bq/�）

日常食
（Bq/人/日）

海産生物
（Bq/�生）

年間値
（４回測定）

年間値
（２回測定）

０～５�５～２０� 年間値
（１２回測定）

大根 ほうれん草
年間値
（２回測定）

農村部
（２回測定）

都市部
（２回測定）

年間値
（２回測定）

カレイ

人
工
放
射
性
核
種

Cs―１３７

本県 N.D N.D １６ ３．８ N.D N.D N.D N.D N.D N.D～０．０４０N.D～０．０５５N.D～０．０５５ ０．０４８

※
全
国

平均値０．０００３４０．０３１ １３ ６．７ ０．０１５ ０．０１１ ０．０１１ ０．０４２ ０．０１６ ０．０２６ ０．０２９ ０．０２７ ０．０９２

最小値０．００００００．０００ ０．３０ ０．０００ ０．０００００．０００００．０００００．０００００．０００００．００５２０．００７００．００５２ ０．０３５
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～ ～

最大値０．００３９ ０．１９ ６３ ３２ ０．２７ ０．０５４ ０．２９ １．５ ０．１９ ０．０６３ ０．０９７ ０．０９７ ０．２０

天
然
放
射
性
核
種

K―４０ N.D～０．１６３８～４７ ９２ ７３ N.D～２．９ ２０ ７１ ２１０ ４１～４５５５～６６４６～８３４６～８３ １２０

Be―７ １．６～２．９ N.D N.D N.D １９～１１０ N.D N.D １．８ N.D N.D N.D N.D N.D

トリウム
系列

Ac―２２８ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Th―２２８ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Ra―２２４ N.D N.D ６７ ９７ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Pb―２１２ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Bi―２１２ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Tl―２０８ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

ウラン
系列

Th―２３４ N.D N.D ２０ N.D N.D N.D N.D １．３ N.D N.D N.D N.D N.D

Pb―２１４ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Bi―２１４ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

Pb―２１０ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

アクチニウム系列 U―２３５ N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D N.D

表１ ゲルマニウム半導体分析装置による核種分析結果

（注）計数値が計数誤差の３倍を下回るものについては N.Dとした。なお，検出限界値の計算については，文部科
学省環境放射能シリーズに５）従った。
※ 放射化学分析による測定結果であるため，検出限界値が本県より１桁低くなっている。
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図２ モニタリングポスト

図３ シンチレーションサーベイメータ

図４ 降雨量とモニタリングポスト日平均値

天然放射性核種のうち，K―４０は，ほとんどの試

料から検出されており，濃度は，前年度４）と同程度

であった。また，大気中の窒素原子や酸素原子と宇

宙線との核反応で生成される Be―７は大気浮遊じん，

降下物及び野菜から検出された。その他の天然放射

性核種は，土壌では Ra―２２４，Th―２３４，Th―２３１，野

菜では Th―２３４が検出された。

３ 空間放射線量率

モニタリングポスト及びシンチレーション式サー

ベイメータによる空間放射線量率の調査結果を図２，

図３に示した。いずれもこれまでとほぼ同レベルで

推移していた。

また，降雨量とモニタリングポストの日平均値の

散布図を図４に示す。日平均値が５８nGy/h以上の日

のうち，降雨のあった日の割合は４１％であるが，５７

nGy/h以上では３２％，５６nGy/h以上では３０％，５５

nGy/h以上では２８％と日平均値が低くなるにつれ降

雨割合も低くなり，日平均線量率と降雨量にある程

度の関連が認められた。

� まとめ

平成１４年度のデータは，ほぼ前年度と同程度であり全

国平均値と同レベルであった。

１．定時降水の全ベータ放射能は，測定した７１検体中

からは，検出されなかった。

２．人工放射性核種の Cs―１３７は，土壌，日常食及び

海産生物から検出されたが全国平均値と同程度の濃

度であった。

３．天然放射性核種は，ほぼ前年度と同程度の濃度で

あった。

４．空間放射線量率は，前年度と同様降水と日平均値

との間にある程度関連が認められた。
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